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研究成果の概要（和文）：本研究課題の目的は、日本における長期のイノベーション活動について、その空間的
趨勢を実証的に捉えることであった。そのため、日本の戦前期における特許書誌情報の電子化によって、長期の
イノベーション活動を定量的に把握した。また、そのデータによって、日本の戦前期におけるイノベーション活
動の空間的趨勢について分析を行った。特に、共同研究関係の地理的特性に注目して分析を行うことで、当時の
イノベーション活動が既に大都市に集中していたこと、期間を通じて共同研究が増加していたこと、また、共同
研究を行う範囲が地理的に近接していたことなど、戦前期におけるイノベーション活動の地理的分布についての
新たな発見を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to empirically understand the 
spatial features of long-term innovation activities in Japan. For this purpose, we quantitatively 
capture the long-term innovation activities by digitizing the bibliographic information of patents 
in the prewar period in Japan. By using the data, we investigate the spatial features of innovation 
activities in the prewar period in Japan. In particular, by focusing on the geographic 
characteristics of collaborative research relationships, the analysis revealed new findings about 
the geographic distribution of innovation activities in the prewar period, such as the fact that 
innovation activities at that time were already concentrated in major cities, that collaborative 
research increased throughout the period, and that the distance between collaborative inventors was 
geographically close to each other. 

研究分野： 空間経済学

キーワード： イノベーション　空間経済学　集積の経済

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究課題は、イノベーションについて、空間経済学的観点から実証的に検証したものである。イノベーション
が経済成長の主要なエンジンであることは多くの経済学者のコンセンサスとなっており、その理解は学術的にも
政策的にも重要である。本研究課題では、戦前期においてイノベーション活動が空間的に集積していたこと、ま
た、特に共同研究関係に強い集積が見られたことが明らかになった。また、本研究課題によって構築された戦前
期特許書誌情報データベースはその基礎となるものであり、このデータベースを用いて今後さらなる研究が期待
できる点でも重要な意義があると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
イノベーションが経済成長の主要なエンジンであることは、多くの経済学者のコンセンサス

となっている。このイノベーションの促進は、今後急速な少子高齢化を迎え、労働人口が減少し
ていく日本の今後の経済成長にとって、最重要の課題のひとつであるといえる。研究開始以前に
おいて、研究代表者および研究分担者は現代の企業間取引ネットワークや企業間共同研究ネッ
トワークデータを用いることで、企業間関係を正確に把握し、そのもとで企業間関係の空間的関
係を精密に把握するという共同研究を進めてきた。その中で、イノベーション活動の空間的分布
を決定づける最も大きな要因は集積の経済であること、つまり、イノベーションのような知的生
産のためには他者からの知識波及が重要であり、その知識波及は地理的にローカライズされて
いることを明らかにした。一方で、これはあくまで、近年の一時点における分析であり、時間を
通じた変化については明らかでない。しかし、日本が、外国の技術を導入し、模倣によって生産
を行っていた時代から、ハイテク化を進め、自前でイノベーションを行う時代へと移り変わる中
で、イノベーションの質も趨勢的に変化しており、また、それに伴ってイノベーション活動の空
間的分布は大きく変化してきた可能性がある。このようなイノベーションの長期的趨勢を分析
することによって、イノベーションに対して空間がもたらす効果についてより深い理解がもた
らされることが期待されるが、このような定量的研究はこれまで稀少であった。 
 
２．研究の目的 
 

1.で述べた背景のもと、本研究課題の目的は、イノベーション活動における空間の重要性、特
に、知識波及を必要とする企業間の地理的近接性の重要性について、定量的に分析し、イノベー
ションを促進する空間的特性について明らかにすることである 
 
３．研究の方法 
 
本研究課題は、特許書誌情報のデータベースを構築し、それに基づいて統計的実証分析を行う。

特許庁において特許を SGML 形式にした整理標準化データ、およびそれをより扱いやすくした 
IIP 特許データベース(Goto and Motohashi,2007)が日本における特許関連研究で広く用いられ
ているデータセットである。整理標準化データは 1998 年 4 月以降、IIP データベースは 1964年 
1 月以降(ただし完全ではなく欠落がある)の特許が対象となっている。しかし、本研究はより長
期的な特許研究を目的とするため、特許庁より入手したより古い特許データ(1885 年以降の特許
明細書イメージデータやそれらに対する OCR テキストデータ)を利用し、テキストマイニング技
術(特許におけるコーパスから表記の揺れの自動検出等)を用いて独自にデータセットを構築す
る。また、長期の趨勢を分析するため、戦前においても時期を数時点決めて 10 年おきごとにデ
ータ化することを行う。 
また、本研究課題の目的である空間的趨勢を理解するためには、発明者および特許権者の住所

情報のクリーニングが必要となる。これら住所情報を、地理情報システムとして分析可能にする
ため、現代の住所情報に変換する。 
以上の作業によってクリーニングされた特許書誌情報のデータベースを用いて、戦前期にお

けるイノベーション活動の空間的趨勢について検証する。具体的には、イノベーション活動の集
積パターン、集積の経済としての知識波及の源泉となる共同研究関係、およびその地理的特徴に
ついて検証する。 
 
４．研究成果 
 
 まず、データベース構築のため、その基礎となる戦前期の特許制度、および、現存する書誌情
報についてその詳細を調査した。その結果、まず、戦前期における特許を網羅的に把握するため、
特許発明明細書の書誌情報を電子化することを決定した。一方で、現存する 1909 年以前の特許
発明明細書においては 2つの様式が混在しており、一方には十分な発明者・特許権者の住所情報
が記載されていないことがわかった。従って、本研究課題では、1910 年からの特許発明明細書
の電子化を行うことを決定し、まず先行して 1910 年から 5 年おきに 1945 年までの電子化を行
った。 
 また、この期間を通じて、技術分類も変化しており、期間を通じて統一的な技術分類を付与す
る必要があることがわかった。1958 年に出版された特許分類別総目録にはそれまでに登録され
た全ての特許について、1948 年に改訂された日本技術分類に従って技術分類を振り直したもの
であり、これを用いることで、これまでの特許について統一的な技術分類を付与することができ
ることがわかった。我々は、この特許分類別総目録についても電子化を行い、各書誌情報に対し、
統一的な技術分類を付与した。 



 続いて、電子化された特許書誌情報には発明者、特許権者の住所情報が付いているため、これ
を分析可能な形にクリーニングを行った。具体的には、2015 年時点の住所情報および、行政界
シェープファイルに基づき、市区町村レベルでのマッチングを行った。 
 このようにして作成したデータベースの中でも、先行して作成した 1910 年から 5 年おきに
1945 年までのデータを用いて、地理的趨勢についての分析を行った。図 1は、1910 年から 10年
おきに、各都市に居住する発明者による特許登録数によって都市を塗り分けた地図である。東京、
大阪、名古屋といった大都市圏以外にも特許登録を行う発明者が存在する都市があることがわ
かる。一方で多くの都市で 特許出願がされていないことも分かる。継続的に出願がなされる東
京のような大都市がある一方、多くの都市では特許出願が継続的には行われていないのである。 
 

図 1 特許登録の地理的分布 

 
注：井上・岡崎・齊藤・中島（2020）より 
 
このようなイノベーション活動の空間的集積状況について、技術分類別の検証、および通時的趨
勢についての分析を行った結果、技術水準が高いと考えられる技術分類における空間的集積が、
この期間を通じてより進んでいたことなどが示された。 
 また、共同研究関係については、1925 年頃までは極めて少なかったのに対し、1930 年以降急
激に増加したこと、特に化学・冶金の技術分類においてその傾向が強かったことが示された。さ
らに、共同研究関係については、ほとんどの共同研究が同一都道府県に居住する発明者間で行わ
れていたことが示されており、共同研究における地理的障壁の高さが示唆される結果を得た。以
上の結果は、『戦前期日本のイノベーション活動: 特許情報の電子化によるアプローチ』という
題目で、ディスカッションペーパーとして公開された。 
 本研究課題の成果として構築されたデータベースは、さらにクリーニングを進め、公開が可能
になった時点で公開する予定である。 



 また、本研究課題において戦前期におけるイノベーション活動の空間的分析を進める中で得
た知見を生かすことで、現代の特許データを用いた研究についても進展させることができた。こ
れらの結果は、Annals of Regional Science や、Japan and the World Economy など、評価の定
着した英文査読誌において公表された。 
 上記の通り、本研究課題は、戦前期のイノベーション活動の空間的趨勢について明らかにした。
また、今後の多くの新たな研究の基礎となることが期待される特許書誌情報データベースの構
築という意味でも大きな貢献を行った。 
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